
 

 

1 

 匿名データの作成・提供に関するガイドライン 

 

制 定  平 成 2 1 年 ２ 月 1 7 日 

改 正  平 成 2 1 年 ９ 月 2 9 日 

改 正  平 成 2 3 年 ３ 月 2 8 日 

改 正  平 成 2 4 年 ８ 月 3 1 日 

改 正  平 成 2 8 年 １ 月 2 2 日 

改 正  平 成 3 1 年 ４ 月 1 9 日 

総務省政策統括官（統計基準担当）決定 

 

 

目 次 

第１ 総則 

第２ 匿名データの作成 

第３ 匿名データの提供手続 

第４ 匿名データの提供 

第５ 匿名データの利用後の措置 

 

 

第１ 総則 

１ 目的 

匿名データの作成・提供に関するガイドライン（以下「本ガイドライン」と

いう。）は、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）第35条及び第

36条の規定に基づいて行う匿名データの作成及び提供に係る事務処理の明確

化及び標準化を図ることにより、行政機関又は指定独立行政法人等及び法第37

条の規定に基づき事務の全部を受託する独立行政法人統計センター（以下「統

計センター」という。）が、これらの事務を適切かつ円滑に実施できるようにす

ることを目的とするものである。 

 

２ 定義 

(1) 匿名データ 

本ガイドラインにおいて「匿名データ」とは、法第２条第12項に規定する

ものをいう。 

 

(2) 調査票情報 

本ガイドラインにおいて「調査票情報」とは、法第２条第11項に規定する

ものをいう。 

 

(3) ドキュメント 

本ガイドラインにおいて「ドキュメント」とは、将来の利用に当たって電

参考２ 
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子化又は電磁化された匿名データがどのような情報であるかを示す情報及

び当該匿名データを活用するために必要な情報をいう。例えば、データレイ

アウトフォーム、符号表等の匿名データと結びつけて当該データを定義する

ために必要な情報、また、匿名データを作成する方法、匿名データの特性等

を表す情報をいう。 

 

(4) 行政機関 

本ガイドラインにおいて「行政機関」とは、法第２条第１項に規定するも

ののうち、法第35条及び第36条に係る事務を行う行政機関をいう。 

 

(5) 公的機関 

本ガイドラインにおいて「公的機関」とは、法第２条第１項に規定する行

政機関及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第１条の３に規定する地方公

共団体をいう。 

 

(6) 公的機関等 

本ガイドラインにおいて「公的機関等」とは、統計法施行規則（平成20年

総務省令第145号。以下「規則」という。）第11条の公的機関等をいう。 

 

(7) 指定独立行政法人等 

本ガイドラインにおいて「指定独立行政法人等」とは、法第25条に規定す

る独立行政法人等のうち、法第35条及び第36条に係る事務を行うものをいう。 

 

(8) 提供機関 

本ガイドラインにおいて「提供機関」とは、上記(4)の「行政機関」及び上

記(7)の「指定独立行政法人等」をいう。 

 

(9) 提供機関等 

本ガイドラインにおいて「提供機関等」とは、上記(8)の「提供機関」及び

法第37条の規定に基づき事務の全部を受託する統計センターをいう。 

 

(10) 外国政府等 

本ガイドラインにおいて「外国政府等」とは、国際機関、外国の政府、外

国の地方公共団体、外国の中央銀行など、規則第33条第１項第10号ハの外国

政府等をいう。 

 

(11) 提供申出者 

本ガイドラインにおいて「提供申出者」とは、法第36条第１項、統計法施

行令（平成20年政令第334号。以下「令」という。）第12条及び規則第33条の

規定に基づき匿名データの提供を求める者をいう。 
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(12) 利用者 

本ガイドラインにおいて「利用者」とは、法第36条第１項に基づいて匿名

データの提供を受け、実際にこれを利用しようとしている者又は利用してい

る者をいう。 

 

(13) 教育機関 

本ガイドラインにおいて「教育機関」とは、学校教育法（昭和22年法律第

26号）第１条に規定する高等学校、中等教育学校（同法第66条に規定する後

期課程に限る。）、特別支援学校（同法第76条第２項に規定する高等部に限

る。）、大学若しくは高等専門学校又は同法第124条に規定する専修学校（同法

第125条第１項に規定する一般課程を除く。）をいう。 

 

(14) 国際比較統計利活用事業 

本ガイドラインにおいて「国際比較統計利活用事業」とは、次のア又はイ

に該当する行為をいう。 

 

ア 我が国が加盟している国際機関が、匿名データを用いて国際比較を行う

上で必要な統計の作成等を行い、当該統計の作成等の結果を自ら利用する

行為及び加盟国に提供する行為。 

 

イ 我が国が加盟している国際機関以外であって、２以上の外国政府等から

匿名データを用いて国際比較を行う上で必要な調査票情報等 （注１）の提供

を受けているか又は受ける見込みが確実であると認められ、かつ、公的機

関等若しくは１以上の外国政府等から職員の派遣、資金の提供若しくは建

物その他の施設の提供等の支援を受けている又は受ける見込みが確実であ

る者が、匿名データを用いて国際比較を行う上で必要な統計の作成等を行

い、当該統計の作成等の結果を次の者提供する行為。 

・公的機関等 

・外国政府等 

・当該結果を用いて学術研究又は高等教育を行う者 

（注１） これに類する情報を含み、匿名データと比較できるものに限る。 

 

(15) 官民データ統計利活用事業 

本ガイドラインにおいて「官民データ統計利活用事業」とは、官民データ

活用推進基本法（平成28年法律第103号）第23条第３項の規定により指定され

た重点分野に関する統計の作成等であって、国民経済の健全な発展又は国民

生活の向上に寄与すると認められる行為をいう。 
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(16) 電子計算機 

本ガイドラインにおいて「電子計算機」とは、サーバ、パーソナルコン

ピュータ等の情報処理機器及び入出力用等の周辺機器をいう。 

 

(17) 情報システム 

本ガイドラインにおいて「情報システム」とは、統計調査の実施、集計又

は保管等に使用する電子計算機処理、保管又は通信に係るシステムをいう。

なお、ネットワークに接続しない端末、いわゆるスタンドアロンパーソナル

コンピュータも含まれる。 

 

３ 匿名データの作成・提供の実施に際しての基本原則 

(1) 事務処理要綱の策定と責任体制の明確化 

提供機関等は、本ガイドラインを基に匿名データの作成及び提供に係る具

体的な事務処理の内容や手続の明確化・効率化を図るため、それぞれ事務処

理要綱を当該組織共通のものとして策定する。 

また、匿名データの作成、ドキュメントの整備は、「統計調査等業務の業務・

システムの最適化計画」（平成18年3月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連

絡会議決定）に掲げる記法等の標準化の取組に準拠して取り組むものとする。 

さらに、必要に応じて組織内の関係課室係等の業務体制や分担、匿名デー

タの審査に係る組織等、匿名データ提供事業の円滑な実施のために設置する

会議・役職等についても規定するものとする。 

なお、統計センターに匿名データの提供事務の全部を委託する場合、事務

処理要綱は受託した統計センターが策定することとし、その策定や改定に当

たっては、全部委託の契約を締結した際の双方の合意に基づき委託した提供

機関と協議する。 

 

(2) 秘密保護及び適正管理の確保 

ア 提供機関における措置 

匿名データの作成を行うために、提供機関が調査票情報を取り扱うに当

たっては、統計調査に対する国民の信頼を確保する観点から、法第39条第

１項第１号及び第４号並びに規則第41条第１項及び第４項に基づく調査

票情報の適正な管理に係る規定並びに法第41条第１号及び第３号に基づ

く守秘義務に係る規定を踏まえて、また、「調査票情報等の管理及び情報漏

えい等の対策に関するガイドライン」（平成21年２月６日総務省政策統括

官（統計基準担当）決定。以下「管理ガイドライン」という。）を踏まえて、

所要の措置を講じる。 

 

イ 匿名データ作成事務及びその他業務の外部委託を行う場合の措置 

提供機関が匿名データの作成を外部委託する場合及びデータ複製等匿名

データの提供事務に関連する業務として調査票情報を取り扱う業務の一部
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を委託する場合は、法第39条第２項及び規則第41条第６項に基づく調査票

情報の適正な管理に係る規定並びに法第41条第４号に基づく守秘義務に係

る規定を踏まえて、委託先に対し所要の措置を講じさせることとし、受託

者との契約に際しては、法令、管理ガイドライン及び「統計調査における

民間事業者の活用に係るガイドライン」（平成17年３月31日各府省統計主管

課長等会議申合せ）を踏まえた契約条項を設け、受託者が確実にこれを履

行するよう措置する。 

 

ウ 利用者に対して行う措置 

匿名データの提供に当たっては、 

・ 提供を受けた匿名データを統計の作成等にのみ用いること。 

・ 法第42条第１項第２号に基づき匿名データの適正な管理を行うこと。 

・ 法第43条第２項に基づき提出書類に記載し認められた目的以外に利用

しないこと。 

等について利用者全員から誓約書を提出させるとともに、自己又は第三者

の不正な利益を得る目的で提供又は盗用した場合等、法第61条第３号に規

定する罰則及び提供機関等による提供禁止等の措置が取られることをあ

らかじめ利用者に明示する。（関連：第２の１） 

 

(3) 効率的な事務処理の実施 

匿名データの作成及び提供に当たっては、プログラムの作成・テスト、

チェックリストの作成、審査等を行うための専門的な知識や経験が必要であ

ること等を踏まえ、提供機関は、必要に応じて法第37条に基づく統計セン

ターへの全部委託又は関連事務の一部委託を検討するとともに、匿名データ

の匿名化処理に関する検証等の技術的な事項については、「公的統計の整備

に関する基本的な計画」（平成30年３月６日閣議決定）等を踏まえ、総務省統

計研究研修所（以下「統計研究研修所」という。）の支援を受けて効率的に処

理を行うものとする。 

また、提供機関及び提供機関から事務の委託を受けた統計センター等は、

当該事務の遂行に当たって、相互に緊密な連携を図り、円滑な処理を行うも

のとする。 

なお、提供機関は、統計センター等に対する事務の委託の開始、変更等に

当たって、事務の引継、連携等に遺漏がないよう留意するものとする。 

 

(4) 匿名データの作成･提供に関する計画の公表 

提供機関は、毎年度当初に、当該年度に提供を行う予定の匿名データの対

象とする統計調査の名称及び年次、提供する匿名データの概要、提供申出の

受付期間、匿名データの提供を行う時期、提供申出手続並びに次年度以降の

取扱いについて、事前に調査票情報の二次的利用に関するポータルサイト

（仮称。以下「二次利用ポータルサイト」という。）又は所管ホームページに
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掲載する等により対外的に明らかにする。（関連：第３の１の(1)） 

また、提供機関は、匿名データの作成を行う場合、基幹統計調査の実施に

関する統計委員会への諮問の際に、あわせて当該年次の匿名データの提供を

開始する予定時期、作成方法の概要等（別記様式第１号参照）を明らかにす

る。 

 

第２ 匿名データの作成 

１ 匿名データを作成する統計調査の範囲 

提供機関は、その実施する統計調査の中から、匿名データ作成の適否、需要

等を踏まえて、作成・提供する匿名データを決定する。 

なお、一般的には匿名化が難しいとされる企業や事業所を対象とした統計調

査についても、個別具体的に匿名化処理の可能性を検討し、匿名化が困難な場

合、法第34条第１項に基づく委託による統計の作成等により対応することを検

討する。 

 

２ 匿名データの匿名化処理の方法 

(1) 匿名化処理の考え方 

提供機関は、調査単位及び統計単位（個人、世帯及び事業所等）等が特定

又は推定されないよう、各統計調査の特性に応じて、次の匿名化処理の技法

（別紙参照）等を組み合わせて匿名化処理を行う。 

・ 識別情報の削除 

・ ミクロデータのソート（配列順の並べ替え） 

・ 識別情報のトップ（ボトム）・コーディング 

・ 識別情報のグルーピング（リコーディング） 

・ リサンプリング 

・ スワッピング 

・ 誤差の導入                     等 

なお、基幹統計調査の場合は個別具体的に用いた匿名化の方法について取

りまとめた資料を、統計委員会に対する諮問において提出するほか、必要に

応じて第３の１の(1)で掲げる情報提供事項とともに公開又は匿名データ提

供の際に利用者に提供する。 

 

(2) 匿名化の基準 

調査票情報は、統計調査の目的や規模等によってその特性が異なり、一律

に匿名化の基準を設定することは困難であることから、これまで提供機関は、

匿名化する統計調査の特性を勘案し、匿名化の基準となる値（例えば、年齢、

世帯人員などの識別情報のトップコーディングに当たって母集団全体の

0.5％とすること等）を個別に定めてきた。 

一方、基幹統計調査については、法第35条第２項の規定に基づき、統計委
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員会において、データの有用性及び匿名性の確保の観点から、匿名化の基準

の妥当性について確認が行われてきた。 

このため、既に匿名データの提供を行っている統計調査については、これ

までの統計委員会における審議結果を基に別途定める「匿名データの作成に

係る匿名化処理基準」を匿名化の基準とする。 

また、新たに匿名データの作成・提供を行う統計調査についても、上記匿

名化処理基準を最大限活用し、効率的かつ適切な匿名化の基準を定める。 

 

３ 匿名データの匿名化処理の実施手順 

(1) 匿名データの作成方針等の策定 

提供機関は、匿名データ作成計画、匿名化の基準等を踏まえ、基本的な考

え方、作成する匿名データの構成、適用する匿名化処理等を記載した匿名

データの作成方針（別記様式第２号参照）を定める。 

また、提供機関は、匿名化処理の審査を効率的かつ効果的に実施するため、

作成する匿名データごとに、母集団情報や識別情報などその実施する匿名化

処理の方法等を記載した匿名データの審査表（別記様式第３号参照）や、匿

名化の基準に適合しているかどうかを確認するために必要な度数分布表等

を作成する。 

 

(2) 匿名化処理の審査 

ア 提供機関内における審査 

提供機関はその組織内に匿名化処理等に関する審査体制等を設けるとと

もに、上記(1)により作成した匿名データの審査表に記載された内容等を基

に、実際に統計表を作成して得られた分布を確認するなどにより、匿名化

処理の妥当性等に係る審査を実施する。 

また、提供機関は、匿名データによる集計結果と公表結果の比較等を行

うなど、匿名データの匿名性と有用性を確認する。 

 

イ 統計研究研修所における支援 

提供機関は、基幹統計調査の匿名データの作成に係る統計委員会への諮

問の前に、統計研究研修所に対し、以下に掲げる資料により、匿名データ

の作成方針や匿名化処理の妥当性に関する検証を依頼する。 

 

① 初めて匿名データを作成する統計調査の場合 

ⅰ）当該該統計調査の基本情報 

・ 調査概要 

・ 調査票様式 

・ 標本抽出法  等 

ⅱ）匿名データに関する資料 

・ 匿名データの作成方針 
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・ 匿名データの審査表 

・ 度数分布表等 

・ 撹乱手法を用いている場合、その処理方法に関する資料 

・ 匿名化に当たって留意すべき事項 

 

② 匿名データの作成年次を追加する場合 

 上記①における匿名データに関する資料と同様 

 

統計研究研修所は、当該検証に当たって、適宜、有識者の知見を活用し

た上で、技術的な助言を行うとともに、検証結果を提供機関に通知する。 

 

(3) 統計委員会への諮問 

ア 諮問準備 

行政機関が基幹統計調査に係る匿名データを作成する場合（単なる調査

年次の追加などを除く。）、法第35条第２項に基づきあらかじめ統計委員会

に諮問する必要がある。 

統計委員会への諮問に当たっては、審議の重点化及び効率化に資する観

点から、行政機関は、統計研究研修所の検証結果等と併せて、次の区分に

応じて以下に掲げる資料について事前に統計委員会事務局に提出する。 

 

① 初めて匿名データを作成する基幹統計調査の場合 

ⅰ）当該基幹統計調査の基本情報 

・ 調査概要 

・ 調査票様式 

・ 標本抽出法  等 

ⅱ）匿名データに関する資料 

・ 匿名データの作成方針 

・ 匿名データの審査表 

・ 度数分布表等 

・ 撹乱手法を用いている場合、その処理方法に関する資料 

・ 匿名化に当たって留意すべき事項 

ⅲ）その他諮問に当たって必要とされる資料（統計委員会が法第50条に

基づき要求する資料を含む。） 

※ 将来的な作成年次の追加を予定している場合は、その旨を明示。 

 

② 匿名データの作成年次を追加する基幹統計調査の場合 

○ 匿名データに関する資料 

・ 匿名データの作成方針 

・ 匿名データの審査表 

・ 度数分布表等 
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・ 撹乱手法を用いている場合、その処理方法に関する資料 

・ 匿名化に当たって留意すべき事項 

 

イ 諮問審議 

統計委員会における諮問審議の取扱いについては、「統計法第35条第２項

の規定に基づく審議について」（平成27年９月17日統計委員会決定）に則り

対応する。 

 

ウ その他 

提供機関は、法55条に基づく総務大臣からの要請に基づき匿名データの

作成に関する検討・実施状況（統計委員会答申における「今後の課題」の

検討状況も含む。）について、総務省に報告を行う。 

総務省は、提供機関から報告を受けた匿名データの作成に関する検討・

実施状況を取りまとめ、その概要を公表するとともに統計委員会に報告す

る。 

 

第３ 匿名データの提供手続 

１ 提供申出手続 

(1) あらかじめ明示しておく事項 

提供機関等は、提供申出手続を行う場合に提供申出者があらかじめ了解し

ておくべき次の事項をホームページ等において提示し、広く周知する（関連：

第１の３の(4)）。 

 

《要明示事項》 

ア 匿名データに関する情報 

・ 匿名データ提供制度の趣旨及び法的根拠 

・ 提供可能な統計調査及び匿名データの名称及び年次 

・ 提供する項目及び符号表（必要に応じてデータレイアウトフォーム） 

 

イ 提供申出手続等に関する情報 

・ 相談・受付窓口、受付期間等 

・ 提供を受けるための申出手続及び当該手続に必要とされる各様式 

・ 提供申出者（代理人による提供申出の場合は代理人自身を含む。）の本

人確認方法 

・ 標準処理期間（別記様式第４号を参考として提供機関等が定める提供

申出書が提出されてからの処理期間及び調査票情報の提供等に係る依

頼書等の様式を定める件（平成 31 年総務省告示第 203 号）で定める匿

名データの提供に係る依頼書（別記様式第５号）が提出されてからの処

理期間） 

・ 手数料の算定方法 
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・ 匿名データの提供を受けた者の氏名又は名称、匿名データの利用目的、

提出された統計若しくは統計的研究の成果又はその概要等が公表され

ること 

・ 匿名データを利用して作成した統計又は行った統計的研究の成果等の

提出義務 

・ 提供した匿名データの返却義務 

・ 提供申出手続等において使用する言語 

 

ウ 提供要件に関する情報 

・ 契約の内容等を定めた利用条件（利用規約：提供機関等が提示する利

用条件を示した規約） 

・ 適正管理義務、承諾された利用目的以外での利用・第三者提供の禁止、

罰則等 

・ 欠格事由 

・ 匿名データを利用して行った研究の成果、教育内容等の公表義務 

・ 利用を認めるセキュリティ環境に関する要件 

・ 個人、世帯及び事業所等の特定（又は推定）を試みないこと 

・ 法第 36 条第１項に基づいて提供されたその他の匿名データ及びその

他の個体識別が可能となる可能性があるデータとのリンケージ(照合)

を行わないこと 

・ 教育目的で利用する場合、提供した匿名データは、原則として教育責

任者（指導教員）が保管・管理すること 

・ 教育目的で利用する場合、教育責任者（指導教員）は利用者たる学生

に対し、あらかじめ統計利用に係る倫理教育(制度、遵守事項、罰則等の

教育)を行うこと 

・ 日本国外への匿名データの提供に当たり、監査等の対応、提供の方法

等国内における提供の際と手続・対応が異なる場合はその内容又は要件 

 

エ その他 

・ 匿名データ提供制度による利用は契約に基づくものであり、行政不服

審査法（平成 26 年法律第 68 号）の対象外であること 

・ 法令に違反した場合の罰則のほか、利用条件（利用規約）に反した場

合は全ての提供機関等による提供禁止措置が科されること 

・ やむを得ない事情により、提供が遅れる場合があり得ること 

 

(2) 事前確認等 

提供機関等は、上記(1)の明示事項への承諾の確認及び提供申出書等 （注２）

の提出後の要件不備による不承諾又は書類不備等による再提出の回避を目

的として、面接、電話等により、提供申出書の提出前に、提供申出を予定し

ている者との間で次の事項について事前確認等を実施することを原則とす
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る。 

・ ホームページに掲載した上記(1)の明示事項の内容を確認したか否か及

び当該内容について適切に理解をしているか否かの確認並びに理解が不十

分である場合には当該内容の説明 

・ 提供申出書、依頼書等の各様式の記載方法並びに匿名データの提供及び

関連する手続の説明 

・ 利用目的（学術研究、教育、国際比較統計利活用事業又は官民データ統

計利活用事業の内容）、利用者・利用環境に関する各要件及び審査に必要な

記載事項や添付資料に関する説明 

・ 利用条件と利用者が遵守すべき事項の説明 

・ 提供申出を予定している者が想定している申出内容の聴取及び必要に応

じた利用条件への適合性に関する見通し並びにそれらに関する助言 

・ 基本料金（令第 12 条第３項第１号）、匿名データ１ファイル当たりの金

額（同第２号）、媒体経費（同第３号）、送付を希望する場合の送料（同第

４号）及び手数料の納付方法（令第 12 条第４項）に関する情報の説明 

（注２） 規則第 33 条第１項に基づく提供申出書及び添付書類をいう。 

 

(3) 提供申出書の作成単位等 

ア 提供申出書の作成単位 

提供申出書は、規則第35条の提供の判断要件として掲げられる提供の可

否を判断する「利用目的」ごとに作成するものとする（当該提供機関等が

実施する複数の統計調査に係る匿名データについて併せて提供申出を行っ

て差し支えない。）。（注３） 

ただし、複数の匿名データに係る内容を提供申出書の様式に記載しきれ

ない又は匿名データのファイルごとに分割記載した方が審査の円滑化に資

すると提供機関等が判断した場合は、１件の申出記載内容を適宜複数の様

式に分割して記載させることとする。（注４） 

（注３） 提供申出書１件につき、その後の手続に必要とされる依頼書等の作成もそれぞれ１件ず

つ作成することになる。 

     複数の提供機関から委託を受けて提供事務を行う統計センターに提出する提供申出書

等については、匿名データの作成を行った提供機関を跨がった提供申出も可能とする。 

（注４） この場合は、様式を便宜上分割記載したものであるため、提供申出書１件として取り扱

う。また、その後の手続に必要とされる関係書類の作成も同様に、原則として提供申出書

で分割した単位に対応して記載する。 

 

イ 教育目的による場合の提供申出書の作成単位 

教育目的により高等教育機関での講義・演習等（以下「講義等」という。）

で利用する場合の提供申出書の作成は、おおむね次のとおりとする。なお、

教育目的の場合、原則として利用者たる学生等ではなく、講義等を行う指

導教員に匿名データの媒体を提供する。 
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① 同一の教育機関において、異なる指導教員により同時期に開講される

同一内容の複数の講義等に利用する場合、まとめて１件の提供申出書と

して作成することを認めるものとする。 

② 同一の教育機関において、同一の指導教員が異なる時期（前期、後期、

集中講義期間）に開講される同一内容の複数講義等において利用する場

合、まとめて１件の提供申出書として作成することを認めるものとする。

なお、申出時点において受講する学生が全て明らかになっていない場合

であっても、教育機関又は指導教員の責任の下、当該講義等を受講する

学生が明らかになった時点で全ての学生から誓約書を取り付け、提供機

関等に提出することを条件に申出を認めるものとする。 

③ 同一の指導教員が異なる教育機関における講義等に利用する場合、ま

とめて１件の提供申出書として作成することを認めるものとする。ただ

し、教育機関ごとに異なる取扱いとなる事項については、審査の円滑化

等の観点から、当該事項が明確となるよう区分して記載することを求め

る。 

 

ウ 匿名データの取扱い単位 

匿名データの提供ファイルの編成については、令第12条に基づき、匿名

データに係る調査の基準となる期日又は期間（年次、月次等）及び調査票

情報の種類に応じて提供機関等が適宜判断し区分した匿名データファイル

１ファイルごとに１件として取り扱う。 

また、複数の利用者が１件の匿名データファイルを共同又は複写して利

用することも可能とするが、別記第６号様式を参考として提供機関等が定

める匿名データに係る管理簿を用いて適切に管理することを前提とする。 

なお、提供申出者から承諾された利用者に複写した匿名データを提供す

る方法は、直接の受け渡し又は書留による郵送等、利用者本人が確実に受

け取れる方法によるものとする。 

 

(4) 提供申出者及び利用者の範囲 

法第36条第１項に基づく匿名データの提供を受けるためには、規則第35条

に掲げられた要件をそれぞれ満たすことが必要であり、これらに該当する者

の例示は、次のとおりである。 

 

ア 学術研究・教育 

・ 大学等や学術研究を目的とする機関に所属する研究者又は当該機関 

・ シンクタンク等で学術研究を行う者又は当該機関 

・ 機関に所属していないが、学術研究を行っている研究者 

・ 大学等の教育機関においては、講義等の教育を行う指導教員又は当該

機関 
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イ 国際比較統計利活用事業 

・ 我が国が加盟している国際機関 

・ 複数の外国政府等から調査票情報等の提供、資金等の提供を受けてい

る非営利の団体（例えば LIS（ CROSS-NATIONAL DATA CENTER in 

Luxembourg）） 

 

ウ 官民データ統計利活用事業 

・ 重点分野に関する統計の作成等を行う民間事業者、団体等 

 

また、教育機関における提供申出者及び利用者については次の考え方を参

考に判断する。 

① 指導教員の指示により、提供された匿名データを用いて大学院生・学

部学生が研究補助に携わる場合又は同一の匿名データファイルを用い

て指導教員と大学院生・学部学生が共同研究を行う場合、提供申出者は

指導教員とし、利用者の範囲は指導教員及び大学院生・学部学生とする。 

② 教員や大学院生等が個人として、提供された匿名データを用いて研究

を行う場合、当該教員等を提供申出者及び利用者とする。 

③ 指導教員が、提供された匿名データを用いて自ら講義等の資料を新た

に作成して配布する場合、当該指導教員を提供申出者及び利用者とする。 

④ 指導教員が提供された匿名データをそのまま学生に利用させて講義

等を行う場合、提供申出者は指導教員とし、利用者の範囲は指導教員及

び講義等で利用する者全員とする。 

 

(5) 代理人による提供申出書の提出 

規則第33条の規定に基づいて、代理人による提供申出をする場合は、当該

代理人は、提供申出者からの委任状など代理権を証明する書面を有している

者であることが必要である。 

なお、代理人は、受付窓口にて匿名データの提供に係る提供申出を行い、

適宜提供申出書等の書面の訂正の判断を行う必要があることから、提供申出

内容について深い知見を有している者に委任されていることが望ましい。 

 

(6) 提供申出書の記載事項 

提供機関等は、規則第33条に基づき、別紙様式第４－１号から４－４号ま

でを参考として、次のアからクまでの事項の事項欄を規定した提供申出書の

様式を定める。 

なお、提供申出書に使用する言語については、提供機関等が、その保有す

るリソース等を勘案して定めることとする。 
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ア 提供申出者の氏名又は名称、連絡先等 

提供申出者の区分に応じて、次のとおり、当該申出者の氏名又は名称、

連絡先等を記載する。 

なお、規則第33条第１項第４号に掲げる者の場合、公的機関と同様の内

容を記載する。 

・ 公的機関の場合、当該公的機関の名称、担当部局又は機関の名称、所

在地及び連絡先（担当者の所属、職名、氏名、電話番号及び e-mail アド

レス） 

・ 法人その他の団体で代表者又は管理人の定めがあるもの（以下「法人

等」という。）の場合、当該法人等の名称及び住所、代表者又は管理人の

職名、氏名及び連絡先（担当者の所属、職名、氏名、電話番号及び e-mail

アドレス） 

・ 個人の場合、職業、所属、職名、氏名、生年月日、自宅住所及び連絡

先（電話番号及び e-mail アドレス） 

・ 代理人を通じて提供申出を行う場合、代理人の職業、所属、職名、氏

名、生年月日、自宅住所及び連絡先（電話番号及び e-mail アドレス） 

 

イ 匿名データの名称、年次等 

提供機関等が提供を行う旨をあらかじめ公表している匿名データの名称

（同一の統計調査において複数の匿名データを作成している場合、必要と

する匿名データを特定するための事項を含む。）及び年次を記載する。 

また、利用方法に応じて、提供を受ける匿名データファイルの数を記載

する。 

 

ウ 利用目的 

直接の利用目的が学術研究、教育、国際比較統計利活用事業又は官民デー

タ統計利活用事業のいずれかの場合によって、それぞれ申出事項が異なる

ことから、提供申出者はこれらの利用目的を踏まえて対応する様式に必要

事項を記載する。 

 

（ア）学術研究目的の場合 

① 学術研究の名称 

「○○に関する研究」など、学術研究の名称を記載する。 

 

② 学術研究の必要性 

当該学術研究を行うことによる特定研究分野又は社会における意義

等、当該学術研究の有用性を説明する内容を記載する。 

なお、当該学術研究に公的機関等による競争的資金（科学研究費助

成事業（科研費）、厚生労働科学研究費補助金等）が交付・補助されて
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いる場合、これを裏付けるもの（当該資金の交付決定通知書等を複写

したものなど）を別紙として添付する。 

 

③ 学術研究の内容、匿名データを利用する手法及び当該データを利用

して作成する統計等の内容 

当該学術研究の具体的な研究内容、匿名データの利用方法及び当該

データを利用して作成する統計表の様式や分析出力の様式について記

載する。なお、統計表の様式や分析出力の様式については決まってい

る範囲で差し支えない。 

また、必要に応じてこれらの内容を示す資料や利用者の関連論文・

著作物一覧を別紙として添付する。 

 

④ 研究の実施機関及び匿名データの利用期間 

当該学術研究の研究スケジュール（当該研究計画の中で、実際に匿

名データを利用する期間、結果取りまとめ、公表時期等）及び匿名デー

タを返却する時期（年月日）を記載する。 

 

（イ）教育目的の場合 

① 学校及び学部学科の名称 

匿名データを利用する学校及び学部学科の名称を記載する。 

 

② 授業科目の名称 

「○○統計演習（Ⅲ）」など、授業科目の名称を記入する。 

 

③ 授業科目の目的及び匿名データを授業科目で利用する必要性 

「統計の基本的な回帰分析の理論と実際の応用技術の学習」など当

該授業科目全般の目的を記載する。 

また、当該授業科目において、匿名データを用いる必要性について

具体的に記載する。 

 

④ 授業科目の内容、匿名データを利用する手法及び当該データを利用

して作成する統計等の内容 

当該授業科目の内容、匿名データの利用方法及び作成する予定の統

計表の様式や分析出力の様式について記載する。なお、統計表の様式

や分析出力の様式については決まっている範囲で記載する。 

また、必要に応じてシラバス、統計利用に係る倫理教育の概要、集

計内容等を示す資料を別紙として添付する。 

 

⑤ 授業科目の実施期間及び匿名データの利用期間 

授業科目の実施期間（曜日、時限等を含む。）及び匿名データを返却
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する時期（年月日）を記載する。 

 

 （ウ）国際比較統計利活用事業の場合 

① 事業の名称 

「○○に関する国際比較プロジェクト」など、事業の名称を記載す

る。 

 

② 事業の必要性 

国際比較統計利活用事業を行うことによる国際社会における事業の

意義や国際的な研究の活性化効果等、当該事業の有用性を説明する内

容を記載する。 

 

③ 事業の内容 

当該事業の具体的な内容（事業形態、外部委託の有無など含む）、匿

名データの利用方法について明確に記載する。 

また、国際比較統計利活用事業において作成する国際比較統計の提

供を受ける者の範囲を記載する。 

なお、必要に応じてこれらの内容を示す資料を別紙として添付する。 

 

④ 匿名データを利用して作成する統計等の内容（提供申出者が我が国

の加盟している国際機関の場合） 

匿名データを利用して作成する統計表の様式や分析出力の様式につ

いて記載する。 

なお、統計表の様式や分析出力の様式については決まっている範囲

で差し支えない。 

 

⑤ 事業の実施期間及び匿名データの利用期間 

当該事業のスケジュール及び実際に匿名データを利用する期間（匿

名データの返却期限を含む。）を記載する。 

 

⑥ 外国政府等から提供を受けている調査票情報の内容、提供元の外国

政府等の名称（提供申出者が我が国の加盟している国際機関以外の者

である場合） 

国際比較統計利活用事業を行うために提供を受けている又は受ける

見込みが確実であると認められる調査票情報（これに類する情報を含

み、匿名データと比較できるものに限る。）の内容、当該調査票情報の

提供元である外国政府等の名称を記載する。記載する外国政府等が多

い場合は主なもの５つまで記載するものとするが、提供元の外国政府

等が２以上となるよう選定する。 

なお、提供を受ける見込みが確実である場合はその旨を記載する。 
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⑦ 我が国の公的機関等又は外国政府等から受けている支援の内容及び

当該支援の提供元の公的機関等又は外国政府等の名称（提供申出者が

我が国の加盟している国際機関以外の者である場合） 

国際比較統計利活用事業を行うために提供を受けている我が国の公

的機関等又は外国政府等から受けている具体的な支援の内容（職員の

派遣、資金の提供、建物その他の施設の提供等）及び当該支援元の公

的機関等又は外国政府等の名称を記載する。 

２以上の公的機関等又は外国政府等から支援を受けている場合は、

主な公的機関等又は外国政府等を２つまで選定して記載するものとす

るが、その際、同一の公的機関等又は外国政府等は避けて選定する。 

 

（エ）官民データ統計利活用事業目的の場合 

① 該当する重点分野 

匿名データを利用して行う統計の作成等が該当する重点分野（官民

データ活用推進基本法に基づき指定されたもの）の名称を記載する。 

 

② 課題の解決に資する内容 

匿名データを利用して行う統計の作成等が、ⅰ）経済再生・財政健

全化、ⅱ）地域の活性化、ⅲ）国民生活の安全・安心の確保、ⅳ）ⅰ）

からⅲ）までに掲げるもののほか、国民経済の健全な発展又は国民生

活の向上のいずれの課題の解決に資するものであるか選択式とするな

ど明確にするとともに、その具体的な内容を記載する。 

 

③ 事業の名称、内容及び必要性 

事業の名称及び内容を具体的に記載する。 

また、官民データ統計利活用事業の実施に当たって、匿名データを

利用して統計の作成等を行うことが必要な理由を具体的に記載する。 

 

④ 匿名データを利用して作成する統計等の内容 

匿名データを利用して作成する統計表の様式や分析出力の様式につ

いて記載する。 

なお、これらの様式については決まっている範囲で差し支えない。 

 

⑤ 事業の実施期間及び匿名データの利用期間 

事業等のスケジュール及び匿名データを利用する期間（匿名データ

の返却期限を含む。）を記載する。 

 

（オ）その他の利用目的 

上記（ア）から（エ）までの直接の利用目的以外に、学術研究、教育、
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国際比較統計利活用事業又は官民データ統計利活用事業の利用目的があ

る場合（例えば、学術研究を直接の利用目的とするものの、講義等の教

育の利用目的に利用する場合など）、当該利用目的の具体的な内容を記載

する。 

また、直接の利用目的による研究成果等を用いて、上記以外の副次的

な利用を予定している場合、当該利用目的の具体的な内容を記載する。 

なお、利用目的として提供申出書に記載せず又は承諾されなかった目

的による利用は、法第 43 条の違反となることに留意する。 

 

（カ）個人及び法人の権利利益等の確認 

匿名データを利用して行う統計の作成等が、規則第 35 条第１項第１号

ハ等に規定する個人及び法人の権利利益、国の安全等を害するおそれが

ないかどうか確認し、そうしたおそれがない旨が明確になるよう記載す

る。 

 

エ 公表の方法 

利用目的に応じて、次に掲げる事項を記載するとともに、公表予定日に

ついても可能な範囲で併せて記載する。 

① 学術研究目的の場合、研究成果を発表予定の学会・大会の名称及び活

動内容（一般的な学術研究の場に限る。）や掲載予定の学術誌、機関紙、

専門誌等（一般に入手が可能なものに限る。）などを記載する。 

② 教育目的の場合、匿名データを活用した卒業論文や修士論文等を大学

図書館等において公開すること又は研究室等のホームページに掲載す

ることなどを記載する。 

  また、教育機関の講義等で利用する場合、教育機関のホームページや

一般の者が入手・閲覧可能な教育機関の事業報告その他において、匿名

データを利用して講義等を行った旨を掲載することなどを記載する。 

  なお、提供機関等において卒業論文、修士論文、演習の実施概要等の

提出を受け、これをホームページに掲載することにより公表することが

できる場合には、当該方法も公表の方法に含めるものとする。 

③ 国際比較統計利活用事業目的の場合は、次のⅰ）又はⅱ）のとおりと

する。 

ⅰ） 我が国が加盟している国際機関が利用する場合、国際比較統計利

活用事業の成果について関係国に配布し、機関のホームページなど

に成果となるワーキングペーパーを掲載することなどを記載する。 

ⅱ） 我が国が加盟している国際機関以外であって、国際比較統計を作

成しこれを提供するための利用の場合、国際比較統計利活用事業に

おいて匿名データを利用して作成した統計の主な提供先及び提供回

数を年度ごとに取りまとめ、ホームページで掲載することなどを記
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載する。 

④ 官民データ統計利活用事業目的の場合、匿名データを利用して行った

統計の作成等の成果を活用した事業等の内容をホームページに掲載す

ることなどを記載する。 

 

オ 匿名データの利用場所及び適正管理措置の内容 

匿名データを実際に利用する場所を記載する。 

また、匿名データを適正に管理するために必要な措置については、規則

第42条に規定する内容に沿った選択式（別記様式第４号別紙参照）とする

など措置の内容が遺漏なく明確となる様式を設定する。 

なお、集計処理等について委託を行う場合で、その利用又は保管が委託

先となる場合はその内容を記載する。 

 

カ 匿名データの利用者の範囲 

利用者（提供申出者を含む。）全員の氏名、職業、所属、職名及び利用場

所を記載する。 

また、利用者全員が規則第35条第２項に掲げる者に該当しない者である

かどうか確認できるよう選択式とするなど様式を設定する。 

さらに、申出に当たっては、必要に応じて、学術研究機関、教育機関等

の在職証明書・在学証明書等の添付を求めるものとする。 

なお、記載に当たっては、以下の点に留意する。 

・ 集計処理等について委託を行う場合には、当該業務の委託を受けた者

についても利用者として記載する。その場合、委託を受けた者であるこ

とが分かるように明示する。 

・ 提供申出後に利用者を追加する場合には、提供機関等に連絡し、承諾

を得る必要がある。 

・ 教育において教員が指導を行う場合については、所属・職名欄に所属

のほか、「教授（指導教員）」と追記するなど、匿名データの利用に当たっ

て指導・管理を行う者を明確にする（主たる目的が教育目的の場合に限

る。）。 

 

キ 匿名データの提供方法及び提供希望年月日 

匿名データの提供を行う際に当該データを格納する媒体について、令第

12条第３項第３号に規定され、提供機関等が提供に対応する媒体を記載す

る。なお、提供する媒体については、同号に規定されているものの中から、

提供機関等の判断により任意に選定できるものとする（サービスを行う予

定のない媒体を除外することは可能）。 

また、匿名データの提供方法については、提供窓口での直接の受け取り

か郵送による送付かいずれかを記載する。 
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なお、日本国内への送付は原則として書留、日本国外への送付は配達状

況を確認できる郵便サービス等に限定するものとし、e-mail などインター

ネット等の通信回線を介しての提供は行わない。 

さらに、匿名データの提供希望年月日を記載する。 

 

ク その他必要な事項 

提供機関等は、事務処理要綱及び様式を定めるに際して、必要に応じ、

規則第33条に基づき特に必要と認める事項を追加するとともに、提供申出

内容の審査を行う際に必要となる当該利用目的の公益性を裏付ける書類の

添付、また、国際比較統計利活用事業であって、我が国が加盟している国

際機関以外の者からの申出の場合、外国政府等から調査票情報の提供や支

援を受ける際に外国政府等と取り交わした協定書等のコピーの添付等を指

定するものとする。 

なお、委託を行う場合については、委託内容が分かる委託契約書等のコ

ピーの添付を指定するものとする。 

 

《公益性、学術研究の必要性等を裏付ける書類の例示》 

○ 機関に所属又は在籍している場合はその旨を証明する書類（学術研究

機関、高等教育機関等の在職証明書・在学証明書等） 

○ 大学院生等の場合にあっては、指導教員や大学・学会からの推薦状 

○ 公的機関等による競争的資金を受けていることを示す書類 

○ 利用者の著書・論文の一覧 

○ 外国政府等から調査票情報の提供を受ける際に取り交わした協定書

のコピー 

○ 外国政府等から支援を受ける際に取り交わした協定書のコピー 

                              等 

 

(7) 提供申出書の受付 

ア 受付期間の設定 

提供機関等は、受付事務や提供用匿名データの転写処理の効率化及び計

画的実施並びに提供申出者に対するサービス向上を図る観点から、受付期

間を設定することも可能とする。 

受付期間を設定する場合は、各年度当初にその予定をホームページ等で

事前に公表する。（関連：第１の３の(4)、第３の１の(1)） 

なお、提供機関等による受付事務等において使用する言語については、

提供機関等が、その保有するリソース等を勘案して定めるものとする。 

 

イ 受付・審査対応部署 

提供機関等は、必要に応じてそれぞれの機関内における提供申出書等に

係る受付の事務を一元的に実施する受付窓口を指定し、匿名データを所管
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する課室と事前に定めた役割分担に基づいて、審査・通知・提供等の事務

を進める。（受付窓口を指定しない場合、全ての事務を個々の匿名データを

所管する課室において実施する。以下同じ。） 

 

ウ 本人確認 

① 提供申出者が個人である場合 

提供機関等は、規則第33条第２項の規定に基づき、提供申出者及び提

供申出者の代理人に対して、申出の日において有効なこれらの者の「運

転免許証」、「健康保険の被保険者証」、「個人情報カード」（「住民基本台

帳カード」を含む。以下同じ。）、「在留カード」、「特別永住者証明書」等

の官公署が発行した本人確認書類の提示を求めることにより本人確認

を実施する。 

日本国外の外国人が申出を行う場合、外国政府が発行するパスポート、

運転免許証など本人を確認するに足る書類により本人確認を行う。 

なお、申出の方法により、本人確認は次のとおり実施する。 

 

ⅰ）受付窓口に提供申出者が訪問して提供申出を行う場合 

氏名、生年月日及び住所が記載され、かつ、顔写真が付いた本人確

認書類が提示された場合、提供申出書の内容と照合した上で、顔写真

と提供申出者を比較し、本人に間違いないことが確認されれば、当該

書類の提示をもって本人確認とする。 

氏名、生年月日及び住所が記載されているが顔写真が付いていない

本人確認書類しかない場合、あるいは顔写真が付いていても氏名、生

年月日及び住所の全てを確認できない本人確認書類しかない場合、２

種類以上の本人確認書類の提示を求め、氏名、生年月日及び住所の全

てが確認できるようにする。（当日、１種類しか書類を持ち合わせてな

い場合は、後日、別の種類の本人確認書類のコピーを送付してもらう

などの措置を行う。この場合、住民票の写しなども認める。また、当

該本人確認書類のコピーの送付があった時点で提供申出を受け付けた

ものとする。） 

なお、本人確認書類が提示された場合は、受付窓口において、必要

に応じて当該書類の複写を行い、提供申出書の関係書類として取り扱

う。 

 

ⅱ）郵送により提供申出を行う場合 

提供申出者の氏名、生年月日及び住所を確認できる本人確認書類２

種類以上（これらを組み合わせることにより、氏名、生年月日及び住

所が全て確認でき、かつ、住所を記載しているものが最低２種類とな

るようにする。）のコピーの同封を必要とする。 

なお、２種類の書類をそろえることができない場合、住民票の写し
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（申出日前６月以内に作成された者）なども認めるものとする。 

 

ⅲ）受付窓口に代理人が訪問して提供依頼申出をする場合 

代理人の本人確認は上記ⅰ）に準じるものとする。 

また、提供申出者の本人確認は郵送により提供申出をする場合に準

じるものとする。 

 

② 提供申出者が法人等である場合 

日本国内の法人等（独立行政法人等及び規則第10条に規定する者を除

く。）が提供申出を行う場合は、当該法人等の登記事項証明書若しくは印

鑑登録証明書で申出日前６月以内に作成されたもの若しくはそれらの

写しの提示又は提出を求める。 

また、日本国外の法人等が提供申出を行う場合についても、日本にお

ける法人登記事項証明書に代替されるもので、その所在する国の機関が

発行した法人等の存在を確認するに足る書類若しくはそれらの写しの

提示又は提出を求める。 

なお、連絡担当者が法人等に所属することを示すものについても必要

に応じて提示又は提出を求める。 

 

(8) 提供申出書の提出方法 

提供申出書等は、提供申出者又は代理人が、提供機関等の受付窓口へ直接

持参又は郵送により提出する。 

 

２ 提供申出に対する審査 

(1) 審査主体 

審査は提供機関等が実施する。 

なお、法第37条に基づき統計センターが審査を行う場合には、必要に応じ

当該事務を委託した提供機関に相談しながら実施する。 

 

(2) 基本的な考え方 

匿名データの提供に当たっては、法第36条第１項及び規則第35条の要件に

該当するとともに、匿名データの利用に際して、法第42条及び第43条に規定

される適正管理措置及び目的外利用の禁止が遵守されると認められること

が必要である。 

このため、提供機関等は、次の(3)を参考に事務処理要綱に個別の審査基準

を定め、個々の申出について提供申出書の記載内容及び添付書類を基に、そ

れぞれの利用目的等に応じて、当該審査基準等に基づき審査し、承諾の可否

を決定する。 

なお、法第33条第１項又は法第33条の２第１項により提供された調査票情

報、法第36条第１項により提供された他の匿名データ及びその他の個体識別
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が可能となる可能性があるデータとのリンケージを行う場合には、提供を認

めない。 

また、下記第５の３（匿名データの不適切利用への対応）に基づく利用停

止等の措置を科されている者については、匿名データの提供申出を認めない。 

 

(3) 個別の審査基準 

ア 利用要件の該当確認 

（ア）学術研究目的の場合 

① 提供申出者が大学や学術研究を目的とする機関等に所属している場

合 

学術研究を目的として活動する大学や研究所などの機関に所属する

教授、准教授、講師、助教、博士研究員、大学院生等が学術的な研究

活動を行う場合で、その研究成果を研究論文の形で社会に公表・還元

される場合、本要件に該当すると認められる。 

 

② 提供申出者が上記①以外の場合 

営利企業に属する者が企業活動の一環として研究を行う場合におい

ても、それが学術的な研究を目的とするものであって、学術論文等の

形で当該研究の成果が社会に還元される場合であれば、本要件に該当

すると認められる。 

また、学術研究目的に一部金銭の授受を伴う利用目的が含まれてい

る場合であっても、当該研究の成果が学術論文や分析結果として公表

され、社会に還元された後に、当該学術論文に掲載されたものが当該

金銭の授受を伴う目的で利用されるように、主として学術研究目的で

利用され、公表されたものが副次的に金銭の授受を伴う利用目的で利

用される場合であれば本要件に該当すると認められる。 

しかしながら、当該研究の成果の直接的な利用目的が、企業等の組

織内部における業務上の資料として利用される場合や特定の顧客に対

するレポート作成の基礎資料とされるような場合、あるいは学術論文

として公表するもの以外の成果を別に作成し、顧客等のみに提供する

ような場合には本要件に該当するものとは認められない。 

 

（イ）教育目的の場合 

提供申出者は、教育機関又は当該機関に所属する指導教員に限定され、

匿名データを当該教育機関における教育の用に供することを直接の目

的とし、その教育内容が公表される場合、本要件に該当すると認められ

る。 

なお、利用形態としては、例えば、講義等（卒業論文や修士論文など

の指導を教官が行う場合も含む。）の教育において匿名データを利用す

る場合が想定される。 
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（ウ）国際比較統計利活用事業目的の場合 

国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展

に資すると認められる場合であって、我が国が加盟している国際機関や、

２以上の外国政府等から国際比較統計に必要な調査票情報の提供を受

けている取組など、十分に信頼できる公的な取組とみなし得る活動を

行っている機関からの提供申出であり、匿名データを用いて行った国際

比較の結果等が公表される場合、本要件に該当すると認められる。 

 

（エ）官民データ統計利活用事業目的の場合 

官民データ活用推進基本法に基づく重点分野に関する統計の作成等で

あって、当該統計等が経済再生・財政健全化、地域の活性化、国民生活

の安全・安心の確保その他の国民経済の健全な発展又は国民生活の向上

といった課題の解決に資するものであり、匿名データを利用して行った

事業等の内容が公表される場合、本要件に該当すると認められる。 

 

イ 提供申出者の属性 

① 個人が申出を行う場合 

記載されている所属・役職等により上記アを確認する。 

また、規則第33条第２項及び上記１の(7)のウで提示又は提出を求めて

いる本人確認書類と記載内容が同一であることが必要である。 

 

② 法人等が申出を行う場合 

提供申出者が法人等の場合、当該法人等の名称、経営組織等から研究

や教育を主体とする組織か営利組織かを判別する。 

また、規則第33条第２項及び上記１の(7)のウで提示又は提出を求めて

いる法人の本人確認書類と記載内容が同一であることが必要である。 

 

③ 代理人が申出を行う場合 

代理人の氏名等が規則第33条第２項及び上記１の(7)のウで提示又は

提出を求めている本人確認書類と記載内容が同一であることが必要で

ある。 

また、委任状などの代理権を証明する書類により、提供申出者の代理

人であることを確認する必要がある。 

 

ウ 匿名データの名称、年次等 

提供機関等が提供を行うことをあらかじめ公表している匿名データの名

称及び年次が記載されていることが必要である。 

また、利用目的である学術研究、教育、国際比較統計利活用事業又は官

民データ統計利活用事業の内容と匿名データの内容を照らし合わせて不必
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要と判断される匿名データが含まれていないことが必要である。 

さらに、利用形態に応じたファイル数となっているか確認することが必

要である。 

 

エ 利用目的 

直接の利用目的を確認した上で、当該目的の区分に応じて次に掲げる内

容と齟齬がないことが必要である。 

 

（ア）学術研究目的の場合 

① 学術研究の名称、目的及び必要性 

審査では、当該学術研究の重要度や有用性を評価するものではない

が、公的機関等における競争的資金により研究の有用性が確保される

など、匿名データを提供する学術研究として認められることが必要で

ある。 

 

② 学術研究の内容、匿名データを利用する手法及び当該データを利用

して作成する統計等の内容 

匿名データを利用して作成する統計等（集計様式や分析出力様式を

いう。以下同じ。）が当該学術研究内容及び当該匿名データを利用する

手法からみて妥当なものであることが必要である。 

 

③ 研究の実施期間及び匿名データの利用期間 

匿名データの利用期間は、研究の実施期間（集計・分析の期間、成

果の公表時期等）からみて必要最小限となっていることが必要である。 

なお、匿名データを返却する時期が明確になっていることが必要で

ある。 

 

（イ）教育目的の場合 

① 学校及び学部学科の名称 

匿名データを利用する学校及び学部学科の名称が記載され、記載さ

れた学校や学部学科が実際に存在し、提供申出者の所属等との整合性

が確保されていることが必要である。 

 

② 授業科目の目的等 

実際に匿名データを利用する教育機関において正規の授業科目とし

て承認されていることが必要である。 

また、当該授業科目において匿名データを利用する必要性が認めら

れ、その利用方法が適切であることが必要である。 
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③ 授業科目の内容、匿名データを利用して作成する統計等の内容等 

匿名データを利用して演習を行う場合などに作成が想定される統計

等（集計様式や分析出力様式）が授業科目の内容、受講学生レベルか

らみて妥当な内容であることが必要である。 

 

④ 授業科目の実施期間及び匿名データの利用期間 

授業科目の実施期間が匿名データの利用期間等との関係で齟齬がな

く、当該授業科目の終了までに、当該匿名データの利用期間が終了す

ることが必要である。 

 

（ウ）国際比較統計利活用事業目的の場合 

① 事業の名称、必要性等 

審査では、国際比較統計利活用事業の重要度や有用性を評価するも

のではないが、匿名データを提供するものとしての公益性が認められ、

その内容が国際比較統計を作成すること等による国際社会における我

が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展に資すると認められ

るものであることが必要である。 

 

② 事業の内容 

事業の内容と匿名データを利用する方法に整合性があり、当該事業

の内容が国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の発

展に資すると認められるものであることが必要である。 

また、事業形態及び外部委託の有無についても確認し、匿名データ

の利用場所取扱いに問題がないことが必要である。 

加えて、提供する匿名データは、外国政府等から提供を受けている

又は受ける見込みが確実である調査票情報（これに類する情報を含み、

匿名データと比較できるものに限る。）と照らし合わせて整合的な内容

となっていることが必要である。 

 

③ 匿名データを利用して作成する統計等の内容 

匿名データを利用して作成する国際比較を行う上で必要な統計等が

国際比較統計利活用事業の内容及び利用する方法からみて妥当なもの

であることが必要である。 

 

④ 事業の実施期間 

事業の実施期間が匿名データの利用期間等との関係で齟齬がないこ

とが必要である。 

なお、実施期間が未定の申出は認めない。 
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⑤ 外国政府等から提供を受けている調査票情報の内容（提供申出者が

我が国の加盟している国際機関以外である場合） 

外国政府等から提供を受けている調査票情報が、匿名データを利用

して作成する国際比較を行うための統計からみて妥当なものであるこ

とが必要である。 

また、提供する匿名データの情報と国際比較可能な情報が含まれて

いることが必要である。具体的には事業の内容と外国政府等から提供

された調査票情報等の説明に整合性が認められるか確認し、内容が不

明である場合は必要に応じて関連する資料の提出等により確認するこ

ととする。 

 

⑥ 公的機関等又は外国政府等から受けている支援の内容等（提供申出

者が我が国の加盟している国際機関以外である場合） 

公的機関等又は外国政府等から提供を受けている支援の内容が、職

員の派遣、資金の提供若しくは建物その他の施設の提供、機器等の貸

与などに該当するものであることが必要である。 

なお、提供申出者の公益性を確認することが必要であり、内容が不

明である場合は必要に応じて具体的な支援の内容が示された書類を添

付させるなどにより対応するものとする。 

 

（エ）官民データ統計利活用事業目的の場合 

① 該当する重点分野 

官民データ活用推進基本法に基づき指定された重点分野に該当する

ものであることが必要である。 

 

② 事業の必要性、課題の解決に資する内容等 

匿名データを利用して行う統計の作成等が、ⅰ）経済再生・財政健

全化、ⅱ）地域の活性化、ⅲ）国民生活の安全・安心の確保、ⅳ）ⅰ）

からⅲ）までのほか、国民経済の健全な発展又は国民生活の向上のい

ずれかの課題の解決に資するものであることが具体的に記載され、そ

の必要性が認められることが必要である。 

なお、利用形態としては、例えば、インフラ・防災・減災等分野に

関連して、住宅関連統計の匿名データを利用して住宅や世帯、住宅耐

震化の動向等を分析し、民間事業者の健全な事業活動に活用すること

や、電子行政分野に関連して、研修機関等において匿名データを利用

した実践的な講義等を行うことにより、統計人材の育成を図ることな

どが想定される。 

 

③ 匿名データを利用して作成する統計等の内容 

匿名データを利用して作成する統計表の様式や分析出力の様式から
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みて、提供申出者が行う事業等の内容との関係で齟齬がないことが必

要である。 

 

④ 事業の実施期間及び匿名データの利用期間 

事業のスケジュールが匿名データの利用期間との関係で齟齬がない

ことが必要である。 

 

（オ）その他の利用目的 

直接の利用目的以外に匿名データの利用が予定されている場合、その

利用目的は、学術研究、教育、国際比較統計利活用事業又は官民データ

統計利活用事業のいずれかの目的に該当することが必要である。 

なお、直接の利用目的による研究成果等を用いて、上記以外の副次的

な利用が予定されている場合、当該利用は、当該研究成果等の公表後に

行われることが必要である。 

 

（カ）個人及び法人の権利利益等の確認 

匿名データを利用して行う統計の作成等によって、規則第 35 条第１

項第１号ハ等に規定する個人及び法人の権利利益、国の安全等を害する

おそれがないことを提供申出者において確認されていることが必要で

ある。 

また、匿名データを利用する手法、利用して作成する統計等の内容か

ら判断して、個人や世帯等の特定（又は推定）を試みているものではな

いこと等を確認することが必要である。 

 

オ 公表の方法 

利用目的に応じて、次に掲げるような公表が予定されていることが必要

である。 

また、公表予定日と利用期間が整合していることに留意することが必要

である。 

① 学術研究目的の場合、研究の成果が学会等で公表されること又は学術

雑誌等に掲載されること。 

② 教育目的の場合、匿名データを利用して作成した卒業論文等や匿名

データを利用した講義等の内容がホームページ等に掲載されること。 

③ 国際比較統計利活用事業の場合、我が国が加盟している国際機関にお

いて匿名データを用いて行った国際比較の結果、また、我が国が加盟し

ている国際機関以外において匿名データを用いて行った国際比較統計

利活用事業の提供状況が公表されること。 

④ 官民データ統計利活用事業の場合、匿名データを用いて行った統計の

作成等の成果を活用した事業等の内容が公表されること。 
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カ 匿名データの利用場所及び適正管理措置の内容 

提供申出者の区分に応じて、次の（ア）から（オ）までに掲げられた要

件を満たすことが必要である。 

なお、集計処理等について委託を行う場合であって、その利用又は保管

が委託先で行われる場合についても同様であり、委託契約書等において確

認を行うことが必要である。 

 

（ア）組織的管理措置（公的機関等及び法人等の場合） 

① 匿名データの適正管理に係る基本方針を定めること（公的機関等を

除く。） 

  当該基本方針では、匿名データの適正管理に関する考え方を示すと

ともに、関係法令や規程等を遵守するなどの内容とすることが必要で

ある。 

 なお、当該基本方針は、必要に応じて添付書類として提出を求める。 

 

② 匿名データを取り扱う者の権限及び責務並びに業務を明確にする

こと 

  匿名データを取り扱う者を明確にした上で、適正管理に関する責任

者（以下「管理責任者」という。）を配置するとともに、当該データ等

を取り扱う権限、責務及び業務を匿名データに係る管理簿に記載する

ことが必要である。 

 

③ 匿名データに係る管理簿を整備すること 

  提供を受けた匿名データの名称、年次、ファイル数、利用期間（返

却期限）、保管場所、取り扱う者の範囲、管理責任者等を記載した匿名

データに係る管理簿を整備することが必要である。 

 

④ 匿名データの適正管理に関する規程の策定及び実施並びにその運

用の評価及び改善を行うこと 

  組織的管理措置、人的管理措置、物理的管理措置及び技術的管理措

置の内容を盛り込んだ規程を策定し（既存の規程においてこれらの要

素が含まれる場合、これを準用することも可能）、匿名データを取り扱

う者に周知徹底するとともに、当該規程の実施状況等について、適宜、

把握・分析の上で評価し、必要な改善策を講ずることが必要である。 

 なお、当該規程は、必要に応じて添付書類として提出を求める。 

 

⑤ 匿名データの漏えい、滅失又は毀損の発生時における事務処理体制

を整備すること 

  匿名データの漏えい、滅失又は毀損の発生又はその兆候を把握した
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場合、直ちに組織として状況を把握し、被害拡大の防止、二次被害や

類似事案の発生防止等の措置を講ずるとともに、提供機関等への報告

を迅速かつ適切に行い得るよう、当該組織内に必要な体制を整備する

ことが必要である。 

 

（イ）人的管理措置（個人の場合を除く。） 

① 匿名データを取り扱う者が次のいずれにも該当しない者であるこ

とを確認すること（公的機関等を除く。） 

・ 法、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）、行政

機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 58

号）若しくは独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成 15 年法律第 59 号）又はこれらの法律に基づく命令の規定

に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなっ

た日から５年を経過しない者 

・ 調査票情報又は匿名データを利用して不適切な行為をしたことが

ある又は関係法令の規定に反した等の理由により匿名データを提

供することが不適切であると提供機関等が認めた者 

 

② 匿名データを取り扱う者に対する必要な教育及び訓練を行うこと 

  匿名データの適正な取扱いに関する法令の理解と遵守の徹底が図

られるよう、当該データを取り扱う者に対して関係法令や規程等の内

容、研究倫理等について、適切な教育及び訓練を行うことが必要であ

る。 

 なお、研究倫理に関する教育としては、例えば、国立研究開発法人

科学技術振興機構や独立行政法人日本学術振興会等における研究倫

理教育に関する教材の活用、研究機関等における研究倫理教育の受講

などが想定される。 

 

（ウ）物理的管理措置 

① 匿名データを取り扱う区域を特定すること及び当該区域への立入

りの制限をするための措置を講ずること 

  匿名データの利用場所（匿名データファイルの保管を含む。）につい

ては、当該情報が持ち出されないよう施錠可能な物理的な場所に限定

されるとともに、当該情報の利用時に利用場所に存在する者が制限さ

れる又は何らかの確認行為が行われるなど、利用場所への入退室管理

を行うことが必要である。 
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② 匿名データの取扱いに係る機器の盗難防止のための措置を講ずる

こと 

  匿名データが限定された媒体に格納され、当該媒体が施錠可能な

キャビネット等に保管されること、また、匿名データを利用する電子

計算機についてはワイヤー等によって固定されること、さらに、利用

場所から匿名データが取り外し可能な外部記憶装置等に転送される

などにより不正に持ち出されないこと等の保安対策を講ずることが

必要である。 

 

③ 匿名データを削除し、又は匿名データが記録された機器等を廃棄す

る場合には、復元不可能な手段で行うこと 

  匿名データの利用期間終了までに複製した匿名データ及び集計作

業等によって生成される中間生成物を削除する場合、専用ツールを用

いるなどにより第三者に復元できない手段で行うことが必要である。 

  また、匿名データ等が記録された機器、電子媒体等を廃棄する場合

も、物理的な破壊など当該機器等に記録されている匿名データ等を復

元することができない手段で行うことが必要である。 

  さらに、これらの情報の削除や機器等の廃棄を行った場合には、そ

の記録（削除又は廃棄日及びその内容）を保存しておくことが必要で

ある。 

 

（エ）技術的管理措置 

① 匿名データを取り扱う電子計算機等において当該匿名データを処

理することができる者を限定するため、適切な措置を講ずること 

  匿名データを利用する情報システムに識別及び主体認証、スクリー

ンロック等の不正操作対策を図るなど、利用者以外の者が匿名データ

及び中間生成物を保管している電子計算機にアクセスできないよう

制御された情報システムの環境であることが必要である。 

 

② 匿名データを取り扱う電子計算機等が電気通信回線に接続してい

る場合、不正アクセス行為を防止するため、適切な措置を講ずること 

  匿名データを利用する情報システムにコンピュータウイルス対策、

セキュリティホール対策など、不正アクセス行為を防止するための措

置が講じられていることが必要である。 

 

③ 匿名データを取り扱う電子計算機等が電気通信回線に接続してい

ることに伴う匿名データの漏えい、滅失又は毀損を防止するため、適

切な措置を講ずること 

  外部ネットワークに接続する可能性のある電子計算機を利用する

場合、オフラインで集計作業等を行い、作業後は当該電子計算機に匿
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名データ及び中間生成物を残留させない、ダウンロードやアップロー

ドの監視を行うなど、匿名データの漏えい等を防止するための措置を

講ずることが必要である。 

 

（オ）その他の管理措置（個人の場合） 

① 匿名データの提供を受けた者が、匿名データの適正管理に関して相

当の経験を有するか又はそれと同等以上の能力を備えること 

  過去に調査票情報又は匿名データの提供を受け、当該情報を適正に

管理した上で統計の作成等を行った経験を有する者や調査票情報又

は匿名データ以外の個別情報を適正に管理した上で研究分析等を

行った経験を有する者など、過去の実績等に鑑み、提供機関等におい

て適当と判断される者であることが必要である。 

 

② 匿名データに係る管理簿を整備すること。 

  上記（ア）の③と同様。 

 

③ 匿名データの漏えい、滅失又は毀損の発生時における処理の手順を

あらかじめ定めること 

  匿名データの漏えい、滅失又は毀損の発生又はその兆候を把握した

場合、直ちに状況を把握し、被害拡大の防止、二次被害や類似事案の

発生防止等の措置を講ずるとともに、提供機関等への報告を迅速かつ

適切に行うことが必要である。 

 

上記のほか、匿名データの利用場所が日本国外である場合については、

匿名データの利用に関する安全性の確保の観点から、次の要件のいずれか

を満たす場合に提供を行うものとする。 

・ 提供機関等に十分な旅費予算が確保されており、当該旅費において国

外利用における監査を行うことが可能である場合 
・ ２以上の外国政府等から調査票情報の提供を受け、かつ、公的機関等

若しくは１以上の外国政府等から職員の派遣、資金の提供等の支援を受

けており、上記提供及び支援を直近過去５年間継続して受けているなど、

情報管理に関し十分に信頼に足りると判断される組織等からの申出であ

る場合 
・ 我が国の職員が提供依頼申出者の属する機関に出向しており、当該職

員に匿名データの利用状況を確認してもらえるよう依頼を行うことが可

能である場合 
・ 匿名データの提供を受けた個人又は法人等の職員が、匿名データの利

用期間中に提供機関等を訪問し、当該訪問時において、提供機関等が利

用状況等のヒアリングを行うことができる場合 
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・ 過去に匿名データを利用したことがあり、匿名データを取り扱う者、

匿名データの利用場所、利用する環境、保管場所及び管理方法が同一と

みなせる場合であって、e-mail 等により提供機関等が利用状況等のヒア

リングを行うことができる場合 

 

キ 匿名データの利用者の範囲 

利用目的、利用する手法等から判断して、利用者（提供申出者及び集計

処理等を委託する場合の委託先を含む。）が最小限に限られており、不要な

者が含まれていないことが必要である。 

また、利用者全員が規則第35条第２項に掲げる者に該当しない者である

ことが確認されていることが必要である。 

なお、利用者が第５の３に定める提供禁止措置の対象となっており、匿

名データの利用期間の一部でも提供禁止措置の期間と重なる場合は、利用

を認めない。 

 

ク 匿名データの提供方法（提供媒体及び方法） 

提供機関等が実際に提供可能な媒体であることが必要である。 

また、匿名データの提供方法については、提供窓口での直接の受取又は

郵送による送付のいずれも可能であるが、提供申出者又は代理人の本人確

認を実施した上で、当該本人に確実に提供されることが必要である。 

なお、提供希望年月日が提供機関等にとって対応可能であることが必要

である。 

 

ケ その他必要な事項 

上記アからクまでに掲げる事項以外に、提供機関等において設定した審

査事項がある場合、当該事項に係る審査の基準を満たしていることが必要

である。 

 

(4) 提供申出書の修正・再提出 

提供申出書の記載内容又は添付資料に不備がある場合、提供機関等は規則

第33条第３項の規定により、提供申出者に対しその訂正を求める。 

 

３ 手数料の積算 

手数料の積算は、提供申出書等の審査の結果、提供可能と判断された場合に

行う。 

積算方法は令第12条第３項に基づき、次の①から④までを全て加えた額とす

る。 

① 基本料金（請求１件につき） 1,950円 

② 匿名データの提供ファイル数 × 4,450円 

 



 

 

34 

③ 格納する媒体 

・ CD-R  １枚：100円 × 必要枚数 

・ DVD-R １枚：120円 × 必要枚数 

④ 送付を求める場合の書留等料金 

 

４ 審査結果の通知 

提供機関等は、規則第34条に基づき、提供申出書の審査結果を、学術研究目

的、教育目的又は官民データ統計利活用事業目的の場合は申出の受付から14日

以内に、また、国際比較統計利活用事業目的の場合においては、双方で合意し

た期限以内に、提供申出者に対し文書により通知する（e-mail を含む。）。 

 

(1) 提供申出を承諾する場合 

別記様式第７－１号を参考として提供機関等が定める様式による承諾通

知書に次の事項を記載の上通知する。 

・ 匿名データの提供を行う旨 

・ 手数料の額 

・ 手数料の納付方法 

・ 手数料の納付期限 

・ 提供予定時期（手数料の納付から○日後等の設定も可） 

・ その他提供機関等が必要と認める事項 

・ 納付された手数料は原則として返却しない旨 

また、提供申出者に対して依頼書並びに別紙様式第８号及び第９号を参考

として提供機関等が定める様式による利用条件（利用規約）及び誓約書の送

付又はこれらの様式を入手することができるホームページアドレスを連絡

する。 

 

(2) 提供申出を承諾しない場合 

別記様式第７－２号を参考として提供機関等が定める様式による不承諾

通知書にその理由を記載して提供申出者に通知する。 

 

５ 依頼書等の提出及び手数料の納付 

(1) 依頼書等の提出 

提供申出が承諾された提供申出者は、令第12条及び規則第34条に基づき、

依頼書及び別記様式第９号を参考として提供機関等が定める様式による利

用条件（利用規約）を利用者全員が遵守する旨署名又は記名押印した誓約書

を提出する。 

なお、遵守内容が書面上明確になるように利用条件（利用規約）及び誓約

書は一体として提出させることとする。 
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(2) 手数料の納付 

提供申出者は、上記４に示す承諾通知書により提供機関等から通知された

手数料の額を、通知された納付方法により、納付期限までに提供機関等に納

付する。 

 

ア 収入印紙による場合 

通知された手数料の額の収入印紙を依頼書に貼付し、行政機関に提出す

ることにより納付する。 

行政機関は、依頼書に貼付された額面が通知した手数料の額と一致して

いることを確認し、収入印紙に検印を押す。 

収入印紙の消印は、額面等が確認できる範囲において、剥離、再利用が

できないよう、鉛筆以外の方法で依頼書と収入印紙にまたがるよう確実に

行い、更には穿孔等の措置を施すことが望ましい。なお、収入印紙が添付

された依頼書は、行政機関の行政文書管理規則に基づく保存年限の間保存

する。 

また、毎年度、財務省（主計局総務課歳入・国債係）から各府省会計課

を通してなされる実績報告の依頼において、対象年度の手数料納付額を報

告する。 

 

イ 現金による場合 

提供機関等から上記４に示す通知を行う際に、併せて納入告知書等を送

付し、提供申出者は当該納入告知書等により現金を納付する。 

 

ウ 手数料の返却措置 

依頼書等の提出・手数料納付後、やむを得ない事情により匿名データの

提供を行うことが困難となった場合に、提供機関等において当該事務に着

手しておらず、かつ、提供機関等及び提供申出者の間で相互に承諾された

場合には、次の方法により手数料を返却する。（各府省会計担当と相談し、

当該手続についても、事前に確認しておくこと。） 

 

① 収入印紙の場合 

ⅰ）収入印紙の検印が押されていなければ、そのまま検印を押さずに、

依頼書を返却する。 

ⅱ）賠償償還払戻金として償還手続をとる。 

 

② 現金の場合 

賠償償還払戻金として償還手続をとる。 
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(3) 著作権の取扱い 

依頼書の提出を受ける際、提供申出者が匿名データを利用して作成した統

計に対する著作権を主張しない旨を記した誓約書の提出を求める。 

 

(4) 秘密の保全 

学術研究の具体的な内容、作成する統計等の具体的な内容などは、学術研

究を行う者にとって秘密に該当する可能性があることから、法第36条第２項

の規定により準用する法第33条第３項の規定に基づき提出された統計等に

ついては、必要に応じて提供申出者自らが公表を行うまでの間、非公開情報

として取り扱う。 

ただし、法第55条に基づき、総務大臣からの報告の求めに応じる場合にお

いては、この限りではない。 

 

第４ 匿名データの提供 

１ 匿名データの提供時期及び提供手段 

提供機関等は、上記第３の４による承諾通知書により提示した提供予定期間

内に速やかに匿名データを提供する。やむを得ない事情により提供が遅れるこ

とが見込まれる場合は、速やかに提供申出者に通知する。 

また、提供機関等は、提供申出書に記載された方法（提供窓口での直接の受

取又は郵送による送付）により匿名データを提供する。この際、提供する匿名

データは、暗号化しパスワードを付与すること等により保護する。 

なお、提供用匿名データの作成に際しては、万が一漏洩した場合の漏洩経路

の特定に資するため、匿名データのファイルごとにデータのソート順を変える、

一連番号を変える等の措置を講ずることが望ましい。 

 

２ 匿名データの提供を受けた者の氏名等の公表 

提供機関等は、匿名データを提供したときは、法第36条第２項の規定により

準用する法第33条第２項の規定に基づき、当該データの提供後１月以内に次の

事項をインターネットの利用その他の適切な方法（二次利用ポータルサイトへ

の掲載等）により公表する。 

 

(1) 匿名データの提供を受けた者の氏名又は名称 

提供申出者が個人の場合、匿名データの提供を受けた者本人の氏名を、提

供申出者が公的機関、法人等の場合、当該機関等の名称をそれぞれ公表する。 

 

(2) 提供した匿名データに係る統計調査の名称 

統計調査の名称を公表する。 

 

(3) 匿名データを提供した年月日 

匿名データの提供媒体を提供窓口において直接提供した場合は当該提供
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日を、郵送により送付した場合は提供申出者が受領した日をそれぞれ公表す

る。 

 

(4) 匿名データの提供を受けた者（個人に限る。）の職業、所属等 

匿名データの提供を受けた者（個人に限る。）の職業、所属その他の当該者

に関する情報であって、提供機関等が匿名データの提供をすることが適当と

認めた理由を構成する事項のうち必要と認める事項として、当該者の所属及

び職名を公表することを原則とする。 

ただし、当該事項の公表が困難な場合、職業等のその他の事項（例えば、

退官した大学教授の場合、名誉教授又は元大学教授など）を公表する。この

場合、必要に応じ当該事項を確認できる書類の提出を求める。 

 

(5) 匿名データの利用目的 

学術研究の名称や教育の内容など、提供要件の区分に応じて簡潔に整理し

た直接の利用目的を公表する。 

 

３ 承諾事項に変更が生じた場合の取扱い 

(1) 基本原則 

提供機関等が承諾した提供申出書に係る記載事項について、提供申出者の

都合により変更が生じた場合は、次のとおり対応する。 

 

ア 提供機関等が認めた利用目的、要件に影響を及ぼさないと判断される利

用者又は代理人の人事異動等に伴う所属、連絡先又は姓に変更が生じた場

合など、提供申出者は別記様式第10号を参考として提供機関等が定める様

式による所属等変更届出書に変更事項を記載の上、直ちに提供機関等へ届

け出る。 

 

イ 上記ア以外の場合は、再度審査を行う必要があるものとし、別記様式第

11号を参考として提供機関等が定める様式による提供申出書の記載事項

変更申出書（以下「記載事項変更申出書」という。）の提出を求める。 

  また、提供機関等は、記載事項の変更の申出を受けた場合、上記第３に

準じて速やかに審査を行い、その承諾・不承諾について別記様式第12－１

号及び12－２号を参考として提供機関等が定める提供申出書の記載事項

変更に係る承諾通知書又は不承諾通知書により提供申出者に通知する。 

 

(2) 利用者の変更 

ア 利用者の除外 

利用者から除外される者が生じた場合は、記載事項変更申出書により変

更手続を行い、除外される利用者が個別に利用していた匿名データが存在

する場合は複写したデータを消去するとともに、提供機関等に媒体を返却
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するまでの間、提供申出者が適切に管理し、他の匿名データの返却時に併

せて第５の１に基づいた返却を行う。 

 

イ 利用者の追加 

利用者の追加の必要が生じた場合は、記載事項変更申出書により変更手

続を行うものとし、提供機関等は追加する理由が妥当かどうか等について

上記第３の２に準拠して審査を行い、その結果を上記第３の４の取扱いに

準じて提供申出者に通知する。 

上記通知後、依頼書及び誓約書（追加の者のみ）の提出をもって利用者

の追加を認めるものとする。 

 

ウ 利用者の交代 

利用者（提供申出者を除く。）が交代する場合は、交代前に記載事項変更

申出書により変更手続を行うものとし、提供機関等は交代理由が妥当かど

うか審査を行い、その結果を上記第３の４の取扱いに準じて提供申出者に

通知する。 

上記通知後、依頼書及び誓約書（変更する者のみ）の提出をもって匿名

データの利用を認めるものとする。 

 

(3) 利用期間の延長 

ア 記載事項変更申出書の提出 

提供申出者は、やむを得ない合理的な理由により利用期間の延長を希望

する場合、記載事項変更申出書に延長が必要な理由、希望する必要最低限

の延長期間等を記載し、提供機関等に提出する。 

また、利用目的が学術研究、教育又は官民データ統計利活用事業である

場合において、延長の承諾は１回限りとし、延長の申出があった場合には

この旨を提供申出者に伝えるものとする。 

なお、利用目的が国際比較統計利活用事業である場合においては、事業

の期間が長期にわたることが想定されることから、延長の承諾回数に制限

は設けないこととする。 

 

イ 延長申出の審査基準 

記載事項変更申出書が提出された場合、提供機関等は次の審査基準によ

り審査を行う。なお、承認に当たっては、次の基準を全て満たすことが必

要である。 

・ 延長することがやむを得ないと判断される合理的な理由が示されてい

ること。 

・ 利用目的や利用環境に関する変更がないこと。 

・ 延長理由から判断して、延長の期間が最低限度に限られていること。 

・ 提供を承認してから提供申出書に関する初回の延長申出であること
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（利用目的が学術研究、教育又は官民データ統計利活用事業である場合

について、延長の再申出は認められず、改めて提供申出書等の提出を行

うものとする。）。 

 

ウ 提供機関等からの諾否の通知 

提供機関等は、延長申出を承諾する場合は、記載事項変更申出書に対す

る承諾通知書によりその旨を通知する。この場合、総務省告示で定める報

告書（別記様式第13号）及び匿名データに係る管理簿の提出時期も併せて

延長を認めることができるものとする。 

また、承諾しない場合、提供申出者の記載事項変更に係る不承諾通知書

により、その理由と併せてその旨を延長に係る提供申出者に通知する。こ

の場合、提供申出者は、当初の承諾された利用期間の満了時までに、提供

された匿名データの返却、電子計算機に保存されている匿名データ及び中

間生成物の削除、作成した統計及び行った統計的研究の成果、報告書並び

に匿名データの管理簿の提出等所要の措置を行うものとする。 

 

(4) 匿名データの追加 

ア 記載事項変更申出書の提出 

提供申出者は、直接の利用目的に変更はないが、同一調査の年次の追加

など、新たな匿名データの提供を受ける必要が生じた場合、追加が必要な

理由、追加を求める匿名データの名称等を記載事項変更申出書に記載し、

提供機関等に提出する。 

 

イ 変更申出の審査基準 

提供機関等は、記載事項変更申出書が提出された場合、次の審査基準に

より審査を行う。なお、承諾に当たっては、次の基準を全て満たすことが

必要である。 

・ 匿名データを追加することがやむを得ないと判断される合理的な理由

が示されていること。 

・ 利用目的や利用環境に関する変更（利用期間の延長を除く。）がないこ

と。 

・ 提供を承諾してから提供申出書に関する初回の変更申出であること。 

 

ウ 提供機関等からの諾否の通知 

提供機関等は、変更申出を承諾する場合、提供申出書の記載事項変更に

係る承諾通知書によりその旨を通知する。 

上記通知後、依頼書の提出及び手数料の納付をもって新たな匿名データ

の提供を行う。 

一方、承諾しない場合、提供申出書の記載事項変更に係る不承諾通知書

により、その理由と併せてその旨を提供申出者に通知する。 



 

 

40 

 

４ 匿名データの提供後の利用制限 

利用者は、法第42条第１項第２号に基づき、提供された匿名データを適正に

管理し、法第43条第２項に基づき、匿名データ及び匿名データから作成した統

計等は提供申出書に記載した利用目的の範囲内で利用しなければならない。提

供申出書に記載した利用目的以外の利用を希望する場合は、記載事項変更申出

書により変更手続を行い、提供機関等の承諾を得る必要がある。 

なお、利用者が報告書を提出した後に公表された結果を用いる場合は、記載

事項変更申出書の提出は不要であり、提供機関等が審査を行う必要はないもの

とする。 

 

第５ 匿名データの利用後の措置 

１ 匿名データの返却及び作成した統計等の提出 

提供申出者は、匿名データの利用期間終了（返却期限）までに、集計等のた

めにハードディスク等の記憶装置に保存又は紙媒体等に出力した匿名データ

及び中間生成物を復元できないよう消去する。 

また、提供申出者は、法第36条第２項の規定により準用する法第33条第３項

及び規則第38条第１項の規定に基づき、匿名データを利用して作成した統計又

は統計的研究の成果を遅滞なく提供機関等に提出するときは、報告書及び匿名

データに係る管理簿を提出するとともに、提供を受けた媒体を併せて返却する。

この際、提供媒体については、書留（提供申出者の送料負担）による送付又は

提供窓口での直接の受け渡しのいずれかによる。 

なお、統計及び統計的研究の成果並びに報告書は、規則第38条第２項の規定

に基づき、電磁的記録をもって作成し、提供機関等に提出する。 

 

２ 研究成果等の公表 

(1) 提供機関等に提出された統計等の公表 

提供機関等は、法第36条第２項の規定により準用する法第33条第４項並び

に規則第39条及び第40条の規定に基づき、統計等の提出を受けた日から原則

として３月以内に、匿名データを提供した際に公表した事項（上記第４の２

参照）に加え、以下に掲げる事項をインターネットの利用その他の適切な方

法（二次利用ポータルサイトへの掲載等）により公表する。 

なお、当該公表に当たっては、利用者における学術論文の発表時期や学術

雑誌等への掲載時期等との関係に留意し、利用者の権利利益を害することが

ないよう取り扱う。 

 

ア 提出された統計若しくは統計的研究の成果又はその概要 

上記１により提出された統計又は統計的研究の成果を公表することを原

則とするが、提出された統計のファイルの容量、統計的研究の成果の内容

（偏見を助長するおそれがあるなど）等に鑑み、提出された統計等をその
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まま公表することが適当でないと判断される場合には、その概要を公表す

ることとして差し支えない。 

 

イ 統計又は統計的研究の成果に関連する事項 

統計の作成又は統計的研究の実施に当たって利用した匿名データに係る

統計調査の名称、年次、その他の当該匿名データを特定するために必要な

事項を公表する。 

また、匿名データを用いた統計の作成の方法又は統計的研究の方法を確

認するため、提供機関が特に必要と認めた事項を公表する。具体的な事項

としては、例えば、サンプルデータにおける推計手法や分析手法など当該

統計の作成等の再現に必要な情報の提供を求め、これを公表することなど

が想定される。 

 

ウ 研究成果等の公表状況 

提出された統計又は統計的研究の成果の全部又は一部が学術研究の成果

等として学術雑誌等に掲載され又は掲載されることが予定されている場合、

当該学術雑誌等の名称及び掲載年月日を公表する。 

 

(2) 提供申出者による研究成果等の公表 

ア 成果の公表 

① 直接の利用目的が学術研究、教育若しくは官民データ統計利活用事業

の場合又は国際比較統計利活用事業であって我が国が加盟している国

際機関が利用する場合 

提供申出者は、匿名データを利用して行った学術研究の成果、教育若

しくは官民データ統計利活用事業の内容又は国際比較統計利活用事業

の結果を提供申出書に記載した方法及び公表時期に基づき公表する。 

また、当該公表に際しては、匿名データを基に提供申出者又は利用者

が独自に作成・加工した統計等についてはその旨を明記し、提供機関が

作成・公表している統計等とは異なることを明らかにする。 

 

例：統計法（平成 19 年法律第 53 号）に基づき、○○省（又は統計センター）

から提供を受けた「○○調査」（○○省）に関する匿名データの提供を基に、

独自に作成・加工したものである。 

 

なお、提供申出時点では、学会誌の投稿等を予定していたが、匿名デー

タの利用期間終了時点において、論文審査中であることなどの理由によ

り、提供申出書に記載したいずれの公表方法も履行することができない

場合、報告書に今後の予定（見通し）を記載するとともに、公表方法が

明らかになり次第、改めて提供機関等に連絡する。 
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② 国際比較統計利活用事業であって国際比較統計を作成し提供する場

合 

提供申出者は、匿名データを利用して国際比較統計の提供回数等の利

用状況について、提供機関等が定める期間ごとに提供申出書に記載した

方法により公表を行う。 

 

イ 成果が公表できない場合の取扱い 

提供申出者又は利用者の死亡、法人組織の解散、研究計画の中止などに

より学術研究の成果を公表できない場合は、研究等の状況（概要）及び公

表できない理由を報告書により提供機関等へ報告する。 

また、提供申出書に記載した公表方法で公表されなかった統計等の成果

の利用は、公益性を提供の理念とした法の趣旨に反することから認めない

ものとする。 

なお、このような利用をした場合、下記３の匿名データの不適切利用に

該当することとなる。 

 

３ 匿名データの不適切利用への対応 

(1) 基本的な考え方 

匿名データの利用者は、法第42条及び法第43条第２項の規定に基づき、適

正管理義務及び目的外利用の禁止が課されており、当該匿名データを自己又

は第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用した者は、法第61条第

３号の規定により罰則が科されることとなる。 

また、提供機関等は、利用者が匿名データの提供条件（利用規約）に反す

る行為を行った場合又は反する行為が疑われる場合、事実関係を確認した上

で必要に応じ提供の取消しや一定期間の利用停止等の措置を講ずるものと

する。 

 

(2) 総務省及びその他提供機関等との連携 

提供機関等は、匿名データの利用者が法令違反又はその他の契約違反を

行ったと判断した場合、提供の取消しや利用停止等の措置を講ずることを決

定した場合又はその他必要と判断した場合には、その内容や対応状況を総務

省に連絡する。 

総務省は、提供機関等から違反行為に関する連絡を受けた場合、その他の

提供機関等に対し、当該連絡事項及び利用停止等に関する情報の提供を行い、

原則として全ての提供機関等において同様の対応が行われるよう必要な措

置を講ずる。 

 

(3) 不適切利用の類型及び取扱い 

提供機関等は、次のような法令又は契約違反その他の制度に対する国民の

信頼を損なうおそれがある行為に対して、速やかに是正措置を講ずるよう指
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導するとともに、法に基づく罰則の適用を検討することに加え、当該行為の

内容に応じて一定期間の利用停止等の必要な措置を講ずるものとする。 

・ 期限までに匿名データの返却等を行わないこと（返却が行われるまで他

の匿名データの提供禁止及び返却日以降、返却の遅延期間に相当する期間

の提供禁止） 

・ 承諾された利用環境以外の下で匿名データの利用を行うこと（１か月以

上６か月以内の提供禁止） 

・ 匿名データを紛失すること（１か月以上６か月以内の提供禁止） 

・ 匿名データの内容を漏洩すること（１か月以上12か月以内の提供禁止） 

・ 承諾された利用目的以外の利用を行うこと（１か月以上12か月以内の提

供禁止） 

・ 正当な理由なく、作成した統計若しくは行った統計的研究の成果、報告

書又は匿名データに係る管理簿を提出しないこと（提出が行われるまで他

の匿名データの提供禁止） 

・ 正当な理由なく、作成した統計又は行った統計的研究の成果を公表しな

いこと（公表が行われるまで他の匿名データの提供禁止） 

・ その他制度に対する国民の信頼を損なうおそれがある行為を行うこと

（上記を参考に当該行為の内容に応じた提供禁止） 

 

(4) 他の調査票情報の二次的利用との連携 

提供機関等は、法第33条第１項及び法第33条の２第１項に基づく調査票情

報の提供並びに法第34条第１項に基づく委託による統計の作成等において、

法令又は契約違反等により一定期間の利用停止等の措置が講じられている

場合、同様の期間、当該措置が講じられている範囲の者に対して匿名データ

の提供を行わないものとする。 

 

(5) 公益通報者保護法の適用 

法は、公益通報者保護法（平成16年法律第122号）の適用対象とされており、

法に違反する行為を労働者が通報した場合、同法に基づき、当該労働者は解

雇等の不利益な取扱いから保護されること等が規定されている。 

行政機関 （注５）は、公益通報者保護法及び関連するガイドライン等に基づ

いて、内規の整備、受付窓口の整備等、適切な措置を行う。 

（注５） 独立行政法人は、公益通報者保護法第２条第４項の「行政機関」には含まれない点に留意。 

 

４ 総務省及び統計委員会に対する報告 

提供機関等は、法第55条に基づく総務大臣からの求めに応じ、毎年度、匿名

データの提供状況を取りまとめ、総務省に報告を行う。 

また、総務省は、提供機関から報告を受けた匿名データの提供状況を取りま

とめ、その概要を公表するとともに、統計委員会に報告する。 
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なお、総務省は、提供機関等と同様に提供申出者の秘密の保全に留意し、情

報の管理を適切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 附 則 

 平成31年４月19日付けで改正された本ガイドラインは、平成31年５月１日から施

行する。ただし、第２に係る部分は、改正の日から施行する。 

 

 

 

 


